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平成２７年４月１日

各 都 道 府 県 知 事

各 都 道 府 県 議 会 議 長

各 指 定 都 市 市 長 殿

各 指 定 都 市 議 会 議 長

総 務 大 臣

地方税法、同法施行令、同法施行規則の改正等について

地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）、地方税法施行令等の一部を改正

する政令（平成２７年政令第１６１号）及び地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成２７

年総務省令第３８号）は平成２７年３月３１日にそれぞれ公布され、原則として同年４月１日か

ら施行されることとされたので、次の事項に留意の上、適切に運用されるようお願いいたします。

また、貴都道府県内市区町村に対してもこの旨周知されるようよろしくお願いします。

なお、この通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４（技術的な助言）に

基づくものです。
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Ⅰ 総括的事項

平成２７年度の税制改正においては、現下の経済情勢等を踏まえ、デフレ脱却と経済再生、

地方創生への取組、経済再生と財政健全化の両立などの観点から、次の点をはじめとする

地方税制の改正を行うこととした。

(1) 法人事業税の所得割の税率の引下げと外形標準課税の拡大等を行うこととした。

(2) 地方消費税の税率引上げの施行日の変更及び消費税に係る地方交付税の率の変更等を

行うこととした。

(3) 地方団体に対する寄附金に係る個人住民税の寄附金税額控除の拡充を行うこととした。

(4) 環境への負荷の少ない自動車を対象とした自動車取得税の税率の軽減等の特例措置に

ついて、所要の見直しを行った上、適用期限を平成２９年３月３１日まで延長すること

とするほか、環境への負荷の少ない軽自動車を対象とした軽自動車税の税率を軽減する

特例措置の創設、二輪の軽自動車等に係る軽自動車税の税率の引上げ時期の１年延期等

を行うこととした。

(5) 平成２７年度の評価替えに伴い、現行の土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担

調整措置等を継続することとした。

(6) 有害鳥獣捕獲従事者の確保を目的として、一定の狩猟者登録に係る狩猟税の軽減措置

を平成３０年度まで実施することとした。

(7) 猶予制度及び個人住民税等における還付加算金の起算日の見直し等の納税環境の整備

を行うこととした。

Ⅱ 地方税法の改正に関する事項

第１ 道府県税の改正に関する事項

１ 道府県民税

(1) 所得割の課税標準の算定方法について、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第６０

条の２から第６０条の４までの規定による計算の例によらないものとした。（法３２

②）

(2) 都道府県又は市区町村（以下「地方団体」という。）に対する寄附金に係る個人の道

府県民税の寄附金税制について、以下の措置を講ずることとした。

ア 平成２８年度以後の各年度分の個人の道府県民税から控除する特例控除額について、

道府県民税の所得割の額の１００分の２０に相当する金額を限度とすること。（法３

７の２②）

イ 平成２７年４月１日以後に支出する地方団体に対する寄附金について、所得割の納

税義務者が当該寄附金に係る寄附金税額控除の適用を受けようとする場合、当分の間、

次に定めるところにより、個人の道府県民税に関する申告書を提出することなく寄附

金税額控除の適用を受けることができるものとすること。（法附則７①～⑦、附則７
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の２①～③、附則７の３①）

① 地方団体に対する寄附金を支出する者は、当該寄附金を支出する際、当該地方団

体の長に対し、当該地方団体の長から賦課期日現在における住所所在地の市町村長

に寄附金税額控除額の控除に関する事項を記載した申告特例通知書の送付を求める

ことができること。

② ①の求めを受けた地方団体は、当該寄附金を支出した者の賦課期日現在における

住所所在地の市町村長に対し、申告特例通知書を送付しなければならないこと。

③ ②の申告特例通知書の送付があった場合、地方団体に対する寄附金に係る寄附金

税額控除額に加え、当該寄附金を支出した者の所得に応じて算出した申告特例控除

額を、個人の道府県民税から税額控除すること。

④ 個人の道府県民税に関する申告書の提出を行った者又は五を超える地方団体の長

に対して①の求めを行った者等については、適用対象から除かれること。

(3) 内部取引に係る課税の特例により、所得税に係る更正決定を受けた所得割の納税義務

者が、租税条約の相手国との相互協議の申立てをした場合には、当該申立てをした者の

申請に基づき、当該更正決定に係る所得税の額の算定の基礎となった所得に基づいて課

された所得割の徴収を猶予することとし、徴収を猶予する場合には、猶予する金額に相

当する担保を徴することとすること。また、徴収の猶予をした所得割に係る延滞金のう

ち猶予期間に対応する部分の金額は、免除することとすること。なお、国税庁長官は、

所得割の納税義務者が相互協議の申立てをした場合等には、当該所得割の納税義務者の

住所所在地の市町村長にその旨及び更正決定された所得税の額の算定の基礎となった所

得を通知することとすることとした。（法４４の２）

(4) 平成２８年１月１日以後に支払を受けるべき国外特定配当等、上場株式等の配当等又

は償還金に係る差益金額に係る道府県民税の配当割の特別徴収義務者について、その支

払を取り扱う者がないときはその支払をする者とすることとした。（法７１の３１①）

(5) 個人の道府県民税の住宅借入金等特別税額控除について、その対象となる家屋の居住

年の期限を平成三十一年まで延長することとした。（法附則５の４の２①④、附則４５

③）

(6) 未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置につい

て、以下の措置を講ずることとした。

ア 平成２８年４月１日から上場株式等を受け入れる未成年者口座につき契約不履行等

事由が生じた場合、当該契約不履行等事由による当該未成年者口座の廃止の際、当該

未成年者口座内の上場株式等の譲渡又は配当等の支払があったものとして配当割及び

株式等譲渡所得割を課すること。（法附則３３の２の２、附則３５の３の４）

イ 平成２９年度以後の各年度分の個人の道府県民税について、未成年者口座内の少額

上場株式等に係る譲渡所得等の金額とそれ以外の株式等に係る譲渡所得等の金額とを

区分して計算すること。（法附則３５の３の３①～⑤、令附則１８の６の３①～③）

(7) 国債の利子のうち国において直接支払われるものに係る道府県民税の利子割の特別徴

収等について、所要の措置を講ずることとした。（令７の４の２）

(8) 道府県民税の所得割の納税義務者が非居住者であった期間を有する場合における外国

税額控除の控除限度額の計算方法等について、所要の措置を講ずることとした。（令７
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の１９）

(9) 道府県民税の納税義務者が国外に居住する親族を有する場合の障害者控除、配偶者控

除、配偶者特別控除若しくは扶養控除の適用又は非課税限度額制度の適用について、以

下の措置を講ずることとした。

ア 国外に居住する親族に係る障害者控除、配偶者控除、配偶者特別控除又は扶養控除

に関する事項を記載した個人の道府県民税の申告書を提出する者は、所得税法施行規

則第４７条の２第４項及び第５項に規定する書類を当該申告書に添付し、又は市町村

長に提示しなければならないこと。（則２の２③）

イ 控除対象外国外扶養親族に関する事項を記載した個人の道府県民税の申告書を提出

する者が非課税限度額制度適用者である場合には、当該申告書を提出する者は、国外

扶養親族証明書類を当該申告書に添付し、又は市町村長に提示しなければならないこ

と。（則２の２④⑤）

ウ 控除対象外国外扶養親族に関する事項を記載した確定申告書を提出する者が非課税

限度額制度適用者である場合には、当該申告書を提出する者は、国外扶養親族証明書

類を市町村長に提出しなければならないこと。（則２の３②③）

エ 控除対象外国外扶養親族に関する事項を記載した給与支払者の扶養親族申告書又は

扶養親族異動申告書を提出した者が非課税限度額制度適用者である場合には、当該申

告書を提出する者は、国外扶養親族証明書類を市町村長に提出しなければならないこ

と。（則２の３の２②、則２の３の３①④⑤）

オ 控除対象外国外扶養親族に関する事項を記載した公的年金等受給者の扶養親族申告

書を提出した者が非課税限度額制度適用者である場合には、当該申告書を提出する者

は、国外扶養親族証明書類を市町村長に提出しなければならないこと。（則２の３

の５②、則２の３の６①③④）

(10) 法人住民税均等割の税率適用区分の基準である資本金等の額について、以下の措置

を講ずることとした。（法２３①ⅣのⅤ、５２④⑤⑥、令６の２４、８の５）

ア 資本金又は資本準備金を欠損の塡補又は損失の塡補に充てた金額を控除するととも

に、剰余金又は利益準備金を資本金とした金額を加算する措置を講ずること。

イ 資本金等の額が資本金と資本準備金の合算額を下回る場合には、資本金と資本準備

金の合算額とする措置を講ずること。

(11) 欠損金の繰越控除制度等に関する国税における諸制度の取扱いを踏まえ、所要の措

置を講ずることとした。（法５３、令８の15等）

(12) 法人税割の課税標準である法人税額について、中小企業者等の地方活力向上地域に

おいて特定建物等を取得した場合の法人税額の特別税額控除の適用を受けた額とする措

置を講ずることとした。（法附則８③④）

２ 事業税

(1) 法人事業税の資本割の課税標準である資本金等の額について、資本金と資本準備金の

合算額を下回る場合には、資本金と資本準備金の合算額とする措置を講ずることとした。

（法７２の２１②）

(2) 欠損金の繰越控除制度等に関する国税における諸制度の取扱いを踏まえ、所要の措置
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を講ずることとした。（法７２の２３④）

(3) 資本金の額又は出資金の額（以下「資本金」という。）１億円超の普通法人の事業税

の税率について、以下の措置を講ずることとした。（法７２の２４の７①③）

ア 平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に開始する事業年度に係る

法人の事業税の標準税率は、次のとおりとすること。

付加価値割 資 本 割 所 得 割

所得のうち年４００万円 １００分の３．１

以下の金額 （現行１００分の

３．８）

１００分の０．７２ １００分の０．３ 所得のうち年４００万円 １００分の４．６

（現行１００分の０ （現行１００分の を超え年８００万円以下 （現行１００分

．４８） ０．２） の金額 の５．５）

所得のうち年８００万円 １００分の６

を超える金額 （現行１００分の

７．２）

イ 平成２８年４月１日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税の標準税率は、

次のとおりとすること。

付加価値割 資 本 割 所 得 割

所得のうち年４００万円 １００分の２．５

以下の金額

所得のうち年４００万円

１００分の０．９６ １００分の０．４ を超え年８００万円以下 １００分の３．７

の金額

所得のうち年８００万円 １００分の４．８

を超える金額

(4) 事業を行う個人の内部取引に係る課税の特例について、本特例による更正又は決定を

受けた者が、租税条約に基づく申立てをした場合には、当該申立てをした者の申請に基

づき、更正又は決定に係る事業税の徴収を猶予することとし、徴収を猶予する場合には、

猶予する金額に相当する担保を徴することとすること。また、徴収の猶予をした事業税

に係る延滞金のうち猶予期間に対応する部分の金額は、免除することとすること。なお、

国は、当該個人が相互協議の申立てをした場合等には、当該個人の主たる事務所又は事

業所の所在地の都道府県にその旨及び更正決定された所得税額等を通知し、通知を受け

た都道府県は関係都道府県に通知することとすることとした。（法７２の５７の２、７

２の５７の３、令３５の４の２）

(5) 付加価値割の課税標準である付加価値額から、平成２７年４月１日から平成３０年３

月３１日までの間に開始する各事業年度に限り、雇用者給与等支給額から基準雇用者給

与等支給額を控除した金額（以下「雇用者給与等支給増加額」という。）の基準雇用者

給与等支給額に対する割合が増加促進割合以上であり、かつ、次の要件を満たす場合に

は、その雇用者給与等支給増加額に雇用安定控除との調整等所要の措置を講じた金額を

控除する課税標準の特例措置を講ずることとした。（法附則９⑬～⑱、令附則６の２④
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⑤）

ア 雇用者給与等支給額が比較雇用者給与等支給額以上であること。

イ 平均給与等支給額が比較平均給与等支給額を超えること。

(6) 電気供給業を行う法人の収入割の課税標準である収入金額を算定する場合において控

除される収入金額の範囲に、電気事業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第７

２号）の施行の日から平成３２年３月３１日までの間に開始する各事業年度分の事業税

に限り、一般送配電事業者の収入金額のうち、特定実用発電用原子炉設置者に交付する

当該特定実用発電用原子炉設置者が使用済燃料再処理等既発電費として積み立てるべき

金額に相当する収入金額を追加する課税標準の特例措置を講ずることとした。（法附則

９⑲、令附則６の２⑥）

(7) (3)アに伴い、資本金１億円超の普通法人のうち平成２７年４月１日から平成２８年

３月３１日までの間に開始する事業年度に係る付加価値額が４０億円未満の法人につい

て、当該事業年度に係る事業税額が平成２７年３月３１日現在の付加価値割、資本割及

び所得割の税率を当該事業年度のそれぞれの課税標準に乗じて計算した金額を超える場

合にあっては、付加価値額が３０億円以下の法人についてはその超える額に２分の１の

割合を乗じて得た金額を、付加価値額が３０億円超４０億円未満の法人についてはその

超える額に当該付加価値額に応じて２分の１から０の間の割合を乗じて得た金額を、そ

れぞれ当該事業年度に係る事業税額から控除する措置を講ずることとした。（改正法附

則８②～⑤）

(8) (3)イに伴い、資本金１億円超の普通法人のうち平成２８年４月１日から平成２９年

３月３１日までの間に開始する事業年度に係る付加価値額が４０億円未満の法人につい

て、当該事業年度に係る事業税額が平成２８年３月３１日現在の付加価値割、資本割及

び所得割の税率を当該事業年度のそれぞれの課税標準に乗じて計算した金額を超える場

合にあっては、付加価値額が３０億円以下の法人についてはその超える額に２分の１の

割合を乗じて得た金額を、付加価値額が３０億円超４０億円未満の法人についてはその

超える額に当該付加価値額に応じて２分の１から０の間の割合を乗じて得た金額を、そ

れぞれ当該事業年度に係る事業税額から控除する措置を講ずることとした。（改正法附

則９②～⑤）

３ 地方消費税

(1) 譲渡割の納税義務の対象となる課税資産の譲渡等から特定資産の譲渡等を除くととも

に、特定課税仕入れを行った事業者に納税義務を課する等所要の措置を講ずることとし

た（法７２の７８①、７２の７９②、７２の８０①、７２の８０の２①、７２の８４①

Ⅱ②、７２の９４、附則９の３の２①、令３５の７の２④）。

(2) 地方消費税の清算について、人口で按分する小売年間販売額の総額及びサービス業対

個人事業収入額の総額の合算額（以下「総額の合算額」という。）の割合を１５分の３

（現行６分の１）とし、従業者数で按分する総額の合算額の割合を１５分の２（現行６

分の１）とすることとした（令３５の２０）。

(3) サービス業対個人事業収入額について、サービス業基本調査に基づき定める額から、

経済センサス活動調査のサービス業に係る部分(「サービス関連産業Ｂ」（「情報通信
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業」、「土地売買業」、「土地賃貸業」、「貸家業、貸間業」、「旅行業」及び「競輪

・競馬等の競走場、競技団」を除く。）及び「医療、福祉」（「社会保険事業団体」を

除く。））に基づき定める額に変更することとした（則７の２の１０）。

４ 不動産取得税

(1) 児童福祉法の規定により市町村の認可を得た者が同法に規定する事業所内保育事業

（利用定員が６人以上）の用に供する不動産について、非課税とする特例措置を講ずる

こととした（法７３の４①）。

(2) 国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所が一定の業務の用に供する不動産につ

いて、非課税とする特例措置を講ずることとした（法７３の４①、令３７の９の１２）。

(3) 児童福祉法の規定により市町村の認可を得た者が直接同法に規定する家庭的保育事業

の用に供する家屋（当該事業の用以外の用に供されていないものに限る。）について、

当該家屋の価格の２分の１に相当する額を価格から控除する課税標準の特例措置を講ず

ることとした（法７３の１４⑪）。

(4) 児童福祉法の規定により市町村の認可を得た者が直接同法に規定する居宅訪問型保育

事業の用に供する家屋（当該事業の用以外の用に供されていないものに限る。）につい

て、当該家屋の価格の２分の１に相当する額を価格から控除する課税標準の特例措置を

講ずることとした（法７３の１４⑫）。

(5) 児童福祉法の規定により市町村の認可を得た者が直接同法に規定する事業所内保育事

業（利用定員が５人以下）の用に供する家屋（当該事業の用以外の用に供されていない

ものに限る。）について、当該家屋の価格の２分の１に相当する額を価格から控除する

課税標準の特例措置を講ずることとした（法７３の１４⑬）。

(6) 社会福祉法人等が直接生活困窮者自立支援法に規定する認定生活困窮者就労訓練事業

（社会福祉事業として行われるものに限る。）の用に供する不動産について、当該不動

産の価格の２分の１に相当する額を価格から控除する課税標準の特例措置を講ずること

とした（法７３の１４⑭、令３９の２の３）。

(7) 宅地建物取引業者が、改修工事対象住宅の取得後２年以内に、一定の改修工事を行っ

た後、当該住宅を個人に対し譲渡し、当該個人がその者の居住の用に供した場合につい

て、当該宅地建物取引業者による取得が平成２９年３月３１日までに行われた場合に限

り、一定の税額を減額する特例措置を講ずることとした（法附則１１の４④、令附則９

の３）。

(8) 国立研究開発法人森林総合研究所が一定の業務の用に供する不動産に係る非課税措置

について、その対象に森林保険業務の用に供する不動産を追加することとした（法７３

の４①、令３７の９の１０）。

(9) 信託会社等が投資信託の引受けにより取得する一定の不動産に係る課税標準の特例措

置について、対象となる不動産に倉庫（床面積が３，０００平方メートル以上で、流通

加工の用に供する空間を有するものに限る。）を追加した上、その適用期限を平成２９

年３月３１日まで延長することとした（法附則１１④、則附則３の２の８Ⅷ）。

(10) 一定の投資法人が取得する一定の不動産に係る課税標準の特例措置について、対象と

なる不動産に倉庫（床面積が３，０００平方メートル以上で、流通加工の用に供する空
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間を有するものに限る。）を追加した上、その適用期限を平成２９年３月３１日まで延

長することとした（法附則１１⑤、則附則３の２の８Ⅷ）。

(11) 都市再生特別措置法に規定する認定事業者が認定計画に基づき取得する認定事業の用

に供する不動産に係る課税標準の特例措置について、価格から控除する額を当該不動産

の価格の５分の１を参酌して１０分の１以上１０分の３以下の範囲内において道府県の

条例で定める割合に相当する額とした上、その適用期限を平成２９年３月３１日まで延

長することとした。ただし、当該取得が特定都市再生緊急整備地域において行われた場

合にあっては、価格から控除する額を当該不動産の価格の２分の１を参酌して５分の２

以上５分の３以下の範囲内において道府県の条例で定める割合に相当する額とすること

とした（法附則１１⑦）。

(12) 次のとおり非課税措置等の適用期限を延長することとした。

ア 預金保険法に規定する協定銀行が協定の定めにより内閣総理大臣のあっせんを受け

て行う破綻金融機関等の事業の譲受け又は預金保険機構の委託を受けて行う資産の買

取りにより取得する不動産に係る非課税措置の適用期限を平成２９年３月３１日まで

延長すること（法附則１０①）。

イ 保険業法に規定する協定銀行が協定の定めにより保険契約者保護機構の委託を受け

て行う破綻保険会社等の資産の買取りにより取得する不動産に係る非課税措置の適用

期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１０③）。

ウ 農業経営基盤強化促進法に規定する農用地利用集積計画に基づき取得する農用地区

域内にある土地に係る課税標準の特例措置の適用期限を平成２９年３月３１日まで延

長すること（法附則１１①）。

エ 一定の特定目的会社が資産流動化計画に基づき取得する一定の不動産に係る課税標

準の特例措置の適用期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１１③）。

オ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に規定する選定事

業者が、国又は地方公共団体が法律の規定によりその事業等として実施するものであ

る一定の選定事業により取得する公共施設等の用に供する一定の家屋に係る課税標準

の特例措置の適用期限を平成３２年３月３１日まで延長すること（法附則１１⑥）。

カ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に規定する選定事

業者が、政府の補助を受けて取得する国立大学の校舎の用に供する一定の家屋に係る

課税標準の特例措置の適用期限を平成３２年３月３１日まで延長すること（法附則

１１⑧）。

キ 公益社団法人又は公益財団法人が取得する文化財保護法に規定する重要無形文化財

の公演のための施設の用に供する一定の不動産に係る課税標準の特例措置の適用期限

を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１１⑪）。

ク 高齢者の居住の安定確保に関する法律に規定するサービス付き高齢者向け住宅であ

る一定の新築貸家住宅に係る課税標準の特例措置の適用期限を平成２９年３月３１日

まで延長すること（法附則１１⑬）。

ケ 住宅及び土地の取得に係る標準税率（本則４％）を３％とする特例措置の適用期限

を平成３０年３月３１日まで延長すること（法附則１１の２）。

コ 心身障害者を多数雇用する事業所の事業主が障害者の雇用の促進等に関する法律に
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規定する助成金等の支給を受けて取得する一定の事業の用に供する施設に係る税額の

減額措置の適用期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１１の４①）。

サ 高齢者の居住の安定確保に関する法律に規定するサービス付き高齢者向け住宅であ

る一定の新築貸家住宅の用に供する土地の取得に係る税額の減額措置の適用期限を平

成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１１の４③）。

シ 宅地評価土地の取得に係る課税標準を価格の２分の１とする特例措置の適用期限を

平成３０年３月３１日まで延長すること（法附則１１の５）。

ス 土地改良法の規定に基づき土地を取得することが適当と認める者が、東日本大震災

の津波被災区域を含む換地計画に基づき取得する一定の換地に係る課税標準の特例措

置の適用期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則５１の２③）。

(12) 次のとおり課税標準の特例措置を改めることとした。

ア 耐震基準適合既存住宅に係る課税標準の特例措置について、その対象となる既存住

宅に係る耐震基準適合要件のうち築年数に係る要件を削除すること（令３７条の１８

③）

イ 農業協同組合等が農業近代化資金等の貸付けを受けて取得する農林漁業経営の近代

化又は合理化のための共同利用施設に係る課税標準の特例措置について、価格から控

除する額の上限を価格の２分の１に相当する額とし、その対象から沖縄振興開発金融

公庫から一定の資金の貸付けを受けて取得する施設を除外した上、その適用期限を平

成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１１⑫、令附則７⑯）。

ウ 不動産特定共同事業法に規定する特例事業者が一定の不動産特定共同事業契約によ

り取得する一定の不動産に係る課税標準の特例措置について、その対象不動産の用

途認定に関する規定の整備を行った上、その適用期限を平成２９年３月３１日まで

延長すること（法附則１１⑭、令附則７○21、則附則３の２の１７②）。

５ 道府県たばこ税

(1) 紙巻たばこ三級品に係る道府県たばこ税の税率の特例を廃止した上、次に掲げる期間

における紙巻たばこ三級品に係る道府県たばこ税の税率はそれぞれ次に定める税率とす

ることとした（法附則１２の２、改正法附則１２、改正則附則５）。

ア 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで １，０００本につき４８１円

イ 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで １，０００本につき５５１円

ウ 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで １，０００本につき６５６円

(2) 税率の引上げ日前に売渡し等が行われた紙巻たばこ三級品を同日に販売のため所持す

る一定の卸売販売業者等及び小売販売業者に対して、手持品課税を行うこととした（改

正法附則１２、改正令附則４、改正則附則５）。

６ 自動車取得税

(1) 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車で初めて新規登録等を受

けるものの取得に係る非課税措置について、次のとおり対象を見直した上、その適用期

限を平成２９年３月３１日まで延長することとした（法附則１２の２の２②、則附則４

の４）。
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ア 電気自動車

イ 天然ガス自動車のうち、平成２１年１０月１日（車両総重量が３．５ｔを超え１２

ｔ以下のものは、平成２２年１０月１日）以降に適用されるべきものとして定められ

た排出ガス保安基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が当該基準に定める窒素酸

化物の値の１０分の９を超えないもの

ウ プラグインハイブリッド自動車

エ 次に掲げるガソリン自動車

① 乗用車のうち、次のいずれにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保

安基準（以下「平成１７年ガソリン軽中量車基準」という。）に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギーの使用の合理化等に関する法律に規定するエネルギー消費効率（以

下「エネルギー消費効率」という。）が、同法の規定により定められる製造事業

者等の判断の基準となるべき事項を勘案して定めるエネルギー消費効率（以下

「基準エネルギー消費効率」という。）であって平成３２年度以降の各年度にお

いて適用されるべきものとして定められたもの（以下「平成３２年度基準エネル

ギー消費効率」という。）に１００分の１２０を乗じて得た数値以上であること。

② 車両総重量が２．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当する

もの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率であって平成２７年度以降の各

年度において適用されるべきものとして定められたもの（以下「平成２７年度基

準エネルギー消費効率」という。）に１００分の１２５を乗じて得た数値以上で

あること。

③ 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１５を乗じて得た数値以上であること。

オ 次に掲げる軽油自動車

① 乗用車のうち、平成２１年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められ

た排出ガス保安基準（以下「平成２１年軽油軽中量車基準」という。）に適合する

もの

② 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの
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(ｲ) 平成２１年軽油軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油軽中量車基準に定める窒

素酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１５を乗じて得た数値以上であること。

③ 車両総重量が３．５ｔを超えるバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当す

るもの

(ｲ) 平成２１年１０月１日（車両総重量が１２ｔ以下のものは、平成２２年１０月

１日）以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保安基準（以下「平

成２１年軽油重量車基準」という。）に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油重量車基準に定める窒素

酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１５を乗じて得た数値以上であること。

(2) 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車で初めて新規登録等を受

けるものの取得に係る税率を本特例措置の適用がないものとした場合の税率に１００分

の２０を乗じて得た率とする特例措置について、次のとおり軽減対象を見直した上、そ

の適用期限を平成２９年３月３１日まで延長することとした（法附則１２の２の３②、

則附則４の５①～⑧）。

ア 次に掲げるガソリン自動車

① 乗用車のうち、次のいずれにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成３２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１０を乗じて得た数値以上であること。

② 車両総重量が２．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当する

もの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１２０を乗じて得た数値以上であること。

③ 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１０を乗じて得た数値以上であること。
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④ 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の２分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１５を乗じて得た数値以上であること。

イ 次に掲げる軽油自動車

① 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成２１年軽油軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油軽中量車基準に定める窒

素酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１０を乗じて得た数値以上であること。

② 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成２１年軽油軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１５を乗じて得た数値以上であること。

③ 車両総重量が３．５ｔを超えるバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当す

るもの

(ｲ) 平成２１年軽油重量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油重量車基準に定める窒素

酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１０を乗じて得た数値以上であること。

④ 車両総重量が３．５ｔを超えるバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当す

るもの

(ｲ) 平成２１年軽油重量車基準に適合すること。

(ﾛ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１５を乗じて得た数値以上であること。

(3) 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車で初めて新規登録等を受

けるものの取得に係る税率を本特例措置の適用がないものとした場合の税率に１００分

の４０を乗じて得た率とする特例措置について、次のとおり軽減対象を見直した上、そ

の適用期限を平成２９年３月３１日まで延長することとした（法附則１２の２の３③、

則附則４の５⑨～⑯）。

ア 次に掲げるガソリン自動車

① 乗用車のうち、次のいずれにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。
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(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成３２年度基準エネルギー消費効率以上であること。

② 車両総重量が２．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当する

もの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１５を乗じて得た数値以上であること。

③ 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１０５を乗じて得た数値以上であること。

④ 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の２分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１０を乗じて得た数値以上であること。

イ 次に掲げる軽油自動車

① 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成２１年軽油軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油軽中量車基準に定める窒

素酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１０５を乗じて得た数値以上であること。

② 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成２１年軽油軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１０を乗じて得た数値以上であること。

③ 車両総重量が３．５ｔを超えるバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当す

るもの

(ｲ) 平成２１年軽油重量車基準に適合すること。
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(ﾛ) 窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油重量車基準に定める窒素

酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１０５を乗じて得た数値以上であること。

④ 車両総重量が３．５ｔを超えるバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当す

るもの

(ｲ) 平成２１年軽油重量車基準に適合すること。

(ﾛ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１０を乗じて得た数値以上であること。

(4) 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車で初めて新規登録等を受

けるものの取得について、当該取得が平成２９年３月３１日までに行われたときに限り、

当該取得に係る税率を本特例措置の適用がないものとした場合の税率に１００分の６０

を乗じて得た率とする特例措置を講ずることとした（法附則１２の２の３④、則附則４

の５⑰～㉓）。

ア 次に掲げるガソリン自動車

① 乗用車又は車両総重量が２．５ｔ以下のバス若しくはトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１１０を乗じて得た数値以上であること。

② 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率以上であること。

③ 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の２分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１０５を乗じて得た数値以上であること。

イ 次に掲げる軽油自動車

① 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成２１年軽油軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油軽中量車基準に定める窒
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素酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率以上であること。

② 車両総重量が２．５ｔを超え３．５ｔ以下のバス又はトラックのうち、次のいず

れにも該当するもの

(ｲ) 平成２１年軽油軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１０５を乗じて得た数値以上であること。

③ 車両総重量が３．５ｔを超えるバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当す

るもの

(ｲ) 平成２１年軽油重量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油重量車基準に定める窒素

酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率以上であること。

④ 車両総重量が３．５ｔを超えるバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当す

るもの

(ｲ) 平成２１年軽油重量車基準に適合すること。

(ﾛ) エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１０５を乗じて得た数値以上であること。

(5) 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さいガソリン自動車（乗用車又は車

両総重量が２．５ｔ以下のバス若しくはトラックであって、次のいずれにも該当するも

のに限る。）で初めて新規登録等を受けるものの取得について、当該取得が平成２９年

３月３１日までに行われたときに限り、当該取得に係る税率を本特例措置の適用がない

ものとした場合の税率に１００分の８０を乗じて得た率とする特例措置を講ずることと

した（法附則１２の２の３⑤、則附則４の５㉔）。

ア 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

イ 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の

４分の１を超えないこと。

ウ エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の１０５を

乗じて得た数値以上であること。

(6) 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車（６(6)において「環境

対応車」という。）で初めて新規登録等を受けるもの以外の環境対応車の取得に係る課

税標準の特例措置について、次のとおり控除額及び軽減対象を見直した上、その適用期

限を平成２９年３月３１日まで延長することとした（法附則１２の２の５①～⑤、則附

則４の６）。

ア 次に掲げる自動車について、取得価額から４５万円を控除すること。

① 電気自動車

② ６(1)イの天然ガス自動車

③ プラグインハイブリッド自動車

④ ６(1)エのガソリン自動車

⑤ 次に掲げるガソリン自動車（平成３２年度基準エネルギー消費効率及び平成２７
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年度基準エネルギー消費効率を算定する方法によりエネルギー消費効率を算定して

いない自動車であって、基準エネルギー消費効率であって平成２２年度以降の各年

度に適用されるべきものとして定められたもの（以下「平成２２年度基準エネルギ

ー消費効率」という。）を算定する方法によりエネルギー消費効率を算定している

もの（以下「平成２２年度基準エネルギー消費効率算定自動車」という。）に限

る。）

(ｲ) 乗用車のうち、次のいずれにも該当するもの

(a) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(b) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

(c) エネルギー消費効率が平成２２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１８０を乗じて得た数値以上であること。

(ﾛ) 車両総重量が２．５ｔ以下のトラックのうち、次のいずれにも該当するもの

(a) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(b) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

(c) エネルギー消費効率が平成２２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１５７を乗じて得た数値以上であること。

⑥ ６(1)オ①の軽油自動車

⑦ ６(1)オ③の軽油自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

イ 次に掲げる自動車について、取得価額から３５万円を控除すること。

① ６(2)アのガソリン自動車

② 次に掲げるガソリン自動車(平成２２年度基準エネルギー消費効率算定自動車に

限る。)

(ｲ) 乗用車のうち、次のいずれにも該当するもの

(a) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(b) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

(c) エネルギー消費効率が平成２２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１６５を乗じて得た数値以上であること。

(ﾛ) 車両総重量が２．５ｔ以下のトラックのうち、次のいずれにも該当するもの

(a) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(b) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

(c) エネルギー消費効率が平成２２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１５０を乗じて得た数値以上であること。

③ ６(2)イ③又は④の軽油自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

ウ 次に掲げる自動車について、取得価額から２５万円を控除すること。

① ６(3)アのガソリン自動車

② 次に掲げるガソリン自動車(平成２２年度基準エネルギー消費効率算定自動車に
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限る。)

(ｲ) 乗用車のうち、次のいずれにも該当するもの

(a) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(b) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

(c) エネルギー消費効率が平成２２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１５０を乗じて得た数値以上であること。

(ﾛ) 車両総重量が２．５ｔ以下のトラックのうち、次のいずれにも該当するもの

(a) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(b) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

(c) エネルギー消費効率が平成２２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１４４を乗じて得た数値以上であること。

③ ６(3)イ③又は④の軽油自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

エ 次に掲げる自動車について、取得価額から１５万円を控除すること。

① ６(4)アのガソリン自動車

② 次に掲げるガソリン自動車(乗用車又は車両総重量が２．５ｔ以下のトラックで

あって、平成２２年度基準エネルギー消費効率算定自動車に限る。)のうち、次の

いずれにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１３８を乗じて得た数値以上であること。

③ ６(4)イ③又は④の軽油自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

オ 次に掲げる自動車について、取得価額から５万円を控除すること。

① ６(5)アのガソリン自動車

② 次に掲げるガソリン自動車(乗用車又は車両総重量が２．５ｔ以下のトラックで

あって、平成２２年度基準エネルギー消費効率算定自動車であるものに限る。)の

うち、次のいずれにも該当するもの

(ｲ) 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。

(ﾛ) 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の

値の４分の１を超えないこと。

(ﾊ) エネルギー消費効率が平成２２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１３２を乗じて得た数値以上であること。

(7) 一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者が路線定期運行の用に供する自動車（以下

「路線バス等」という。）のうち、一定のノンステップバスで初めて新規登録等を受け

るものの取得に係る課税標準の特例措置の適用期限を平成２９年３月３１日まで延長す

ることとした（法附則１２の２の５⑥、則附則４の６の２①②）。

(8) 路線バス等のうち、一定のリフト付きバスで初めて新規登録等を受けるものの取得に
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係る課税標準の特例措置の適用期限を平成２９年３月３１日まで延長することとした

（法附則１２の２の５⑦、則附則４の６の２③④）。

(9) 一般乗用旅客自動車運送事業を経営する者がその事業の用に供する乗用車のうち、一

定のユニバーサルデザインタクシーで初めて新規登録等を受けるものの取得に係る課税

標準の特例措置の適用期限を平成２９年３月３１日まで延長することとした（法附則１

２の２の５⑧、則附則４の６の２⑤⑥）。

(10) 次に掲げる自動車のうち、車両安定性制御装置及び衝突被害軽減制動制御装置を備え

るもので初めて新規登録等を受けるものの取得について、当該取得が平成２９年３月３

１日（エに掲げるトラックにあっては、平成２８年１０月３１日）までに行われたとき

に限り、取得価額から５２５万円を控除する特例措置を講ずることとした（法附則１２

の２の５⑨、則附則４の６の２⑦～⑫）。

ア 車両総重量が５ｔを超え１２ｔ以下の乗用車又はバス（以下「バス等」という。）

であって、平成２８年２月１日以降に適用されるべきものとして定められた車両安定

性制御装置に係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準（以下「車両安

定性制御装置に係る保安基準」という。）及び平成２５年１月２７日以降に適用され

るべきものとして定められた衝突被害軽減制動制御装置に係る保安上又は公害防止そ

の他の環境保全上の技術基準(以下「衝突被害軽減制動制御装置に係る保安基準」と

いう。)のいずれにも適合するもの

イ 車両総重量が３．５ｔを超え８ｔ以下のトラック（けん引自動車及び被けん引自動

車を除く。以下同じ。）であって、平成２８年２月１日以降に適用されるべきものと

して定められた車両安定性制御装置に係る保安基準及び平成２６年２月１３日以降に

適用されるべきものとして定められた衝突被害軽減制動制御装置に係る保安基準のい

ずれにも適合するもの

ウ 車両総重量が８ｔを超え２０ｔ以下のトラックであって、平成２８年２月１日以降

に適用されるべきものとして定められた車両安定性制御装置に係る保安基準及び平成

２４年４月１日以降に適用されるべきものとして定められた衝突被害軽減制動制御装

置に係る保安基準のいずれにも適合するもの

エ 車両総重量が２０ｔを超え２２ｔ以下のトラックであって、平成２７年９月１日以

降に適用されるべきものとして定められた車両安定性制御装置に係る保安基準及び平

成２４年４月１日以降に適用されるべきものとして定められた衝突被害軽減制動制御

装置に係る保安基準のいずれにも適合するもの

(11) (10)エに掲げる自動車のうち、車両安定性制御装置及び衝突被害軽減制動制御装置を

備えるもので初めて新規登録等を受けるものの取得について、当該取得が平成２８年１

１月１日から平成２９年３月３１日までに行われたときに限り、取得価額から３５０万

円を控除する特例措置を講ずることとした（法附則１２の２の５⑩、則附則４の６の２

⑬）。

(12) 次に掲げる自動車のうち、車両安定性制御装置又は衝突被害軽減制動制御装置のいず

れかを備えるもので初めて新規登録等を受けるものの取得について、当該取得が平成２

９年３月３１日（オに掲げるトラックにあっては、平成２８年１０月３１日）までに行

われたときに限り、取得価額から３５０万円を控除する特例措置を講ずることとした（
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法附則１２の２の５⑪、則附則４の６の２⑭）。

ア 車両総重量が５ｔ以下のバス等であって、平成２６年２月１３日以降に適用される

べきものとして定められた衝突被害軽減制動制御装置に係る保安基準に適合するもの

イ 車両総重量が５ｔを超え１２ｔ以下のバス等であって、平成２８年２月１日以降に

適用されるべきものとして定められた車両安定性制御装置に係る保安基準又は平成２

５年１月２７日以降に適用されるべきものとして定められた衝突被害軽減制動制御装

置に係る保安基準のいずれかに適合するもの

ウ 車両総重量が３．５ｔを超え８ｔ以下のトラックであって、平成２８年２月１日以

降に適用されるべきものとして定められた車両安定性制御装置に係る保安基準又は平

成２６年２月１３日以降に適用されるべきものとして定められた衝突被害軽減制動制

御装置に係る保安基準のいずれかに適合するもの

エ 車両総重量が８ｔを超え２０ｔ以下のトラックであって、平成２８年２月１日以降

に適用されるべきものとして定められた車両安定性制御装置に係る保安基準又は平成

２４年４月１日以降に適用されるべきものとして定められた衝突被害軽減制動制御装

置に係る保安基準のいずれかに適合するもの

オ 車両総重量が２０ｔを超え２２ｔ以下のトラックであって、平成２７年９月１日以

降に適用されるべきものとして定められた車両安定性制御装置に係る保安基準又は平

成２４年４月１日以降に適用されるべきものとして定められた衝突被害軽減制動制御

装置に係る保安基準のいずれかに適合するもの

７ 軽油引取税

(1) 軽油引取税の課税免除の特例措置については、次に掲げる軽油の引取りに係るものを

除き、その適用期限を平成３０年３月３１日まで延長することとした（法附則１２の２

の７①、令附則１０の２の２①②、旧令附則１０の２の２①、⑥、則附則４の７①、旧

則附則４の７①）。

ア 海上保安庁が航路標識法の規定により設置し、及び管理する航路標識の電源の用途

に供する軽油の引取り

イ 警察の用に供する電気通信設備を設置し、及び管理する者が当該設備の電源の用途

に供する軽油の引取り

ウ 消防庁及び地方公共団体が消防事務の用に供する電気通信設備の電源の用途に供す

る軽油の引取り

エ 陶磁器製造業を営む者が陶磁器の製造工程における焼成及び乾燥の用途に供する軽

油の引取り

(2) 船舶の動力源に供する免税軽油の引取りを行った自衛隊の船舶の使用者が、物品又は

役務の相互提供に関する条約その他の国際約束で一定のものに基づき、平成三十年三月

三十一日までに当該引取りに係る軽油を当該締約国の軍隊の船舶の動力源に供するため

譲渡する場合においては、軽油引取税を課さないものとすることとした（法附則１２の

２の７⑤⑥、令附則１０の２の２⑪、則附則４の７⑫）。

(3) 軽油引取税の課税免除の特例措置に係る軽油の引取りを行おうとする者であることを
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証する書面の有効期間は、道府県知事が定める期間を経過する日が平成３０年３月３１

日以後に到来する場合には、同日とすることとした（令附則１０の２の２⑧）。

８ 狩猟税

(1) 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律に規定する

対象鳥獣捕獲員に係る狩猟者の登録が、平成２７年４月１日から平成３１年３月３１日

までの間に行われた場合においては、当該対象鳥獣捕獲員に対しては、狩猟税を課さな

いものとする特例措置を講ずることとした（法附則３２①）。

(2) 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に規定する認定鳥獣捕獲等事業

者の従事者に係る狩猟者の登録が、平成２７年５月２９日から平成３１年３月３１日ま

での間に行われた場合においては、当該従事者に対しては、狩猟税を課さないものとす

る特例措置を講ずることとした（法附則３２②）。

(3) 狩猟者登録の申請書を提出する日前１年以内の期間に、鳥獣の保護及び管理並びに狩

猟の適正化に関する法律の許可を受け、当該許可に係る鳥獣の捕獲等を行った者が受け

る狩猟者の登録が、平成２７年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に行われた

場合においては、当該狩猟者に係る狩猟税の税率を２分の１とする特例措置を講ずるこ

ととした（法附則３２の２①）。

(4) 狩猟者登録の申請書を提出する日前１年以内の期間に、鳥獣の保護及び管理並びに狩

猟の適正化に関する法律に規定する従事者（認定鳥獣捕獲等事業者に係るものを除

く。）として従事者証の交付を受けて、当該従事者証に係る鳥獣の捕獲等を行った者が

受ける狩猟者の登録が、平成２７年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に行わ

れた場合においては、当該狩猟者に係る狩猟税の税率を２分の１とする特例措置を講ず

ることとした（法附則３２の２②）。

第２ 市町村税の改正に関する事項

１ 市町村民税

(1) 所得割の課税標準の算定方法について、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第６０

条の２から第６０条の４までの規定による計算の例によらないものとした。（法３１３

条②）

(2) 都道府県又は市区町村（以下「地方団体」という。）に対する寄附金に係る個人の市

町村民税の寄附金税制について、以下の措置を講ずることとした。

ア 平成２８年度以後の各年度分の個人の市町村民税から控除する特例控除額について、

市町村民税の所得割の額の１００分の２０に相当する金額を限度とすること。（法３

１４の７②）

イ 平成２７年４月１日以後に支出する地方団体に対する寄附金について、所得割の納

税義務者が当該寄附金に係る寄附金税額控除の適用を受けようとする場合、当分の間、

次に定めるところにより、個人の市町村民税に関する申告書を提出することなく寄附

金税額控除の適用を受けることができるものとすること。（法附則７⑧～⑭、附則７

の２④～⑥、附則７の３②）
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① 地方団体に対する寄附金を支出する者は、当該寄附金を支出する際、当該地方団

体の長に対し、当該地方団体の長から賦課期日現在における住所所在地の市町村長

に寄附金税額控除額の控除に関する事項を記載した申告特例通知書の送付を求める

ことができること。

② ①の求めを受けた地方団体は、当該寄附金を支出した者の賦課期日現在における

住所所在地の市町村長に対し、申告特例通知書を送付しなければならないこと。

③ ②の申告特例通知書の送付があった場合、地方団体に対する寄附金に係る寄附金

税額控除額に加え、当該寄附金を支出した者の所得に応じて算出した申告特例控除

額を、個人の市町村民税から税額控除すること。

④ 個人の市町村民税に関する申告書の提出を行った者又は五を超える地方団体の長

に対して①の求めを行った者等については、適用対象から除かれること。

(3) 内部取引に係る課税の特例により、所得税に係る更正決定を受けた所得割の納税義務

者が、租税条約の相手国との相互協議の申立てをした場合には、当該申立てをした者の

申請に基づき、当該更正決定に係る所得税の額の算定の基礎となった所得に基づいて課

された所得割の徴収を猶予することとし、徴収を猶予する場合には、猶予する金額に相

当する担保を徴することとすることとした。また、徴収の猶予をした所得割に係る延滞

金のうち猶予期間に対応する部分の金額は、免除することとすることとした。（法３２

１の７の１２、法３２１の７の１３、令４８の９の１８）

(4) 個人の市町村民税の住宅借入金等特別税額控除について、その対象となる家屋の居住

年の期限を平成三十一年まで延長することとした。（法附則５の４の２⑥⑨、附則４５

⑥）

(5) 未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置の創設

に伴い、平成２９年度以後の各年度分の個人の市町村民税について、未成年者口座内の

少額上場株式等に係る譲渡所得等の金額とそれ以外の株式等に係る譲渡所得等の金額と

を区分して計算することとした。（法附則３５の３の３⑥～⑩、令附則１８の６の３④

～⑥）

(6) 市町村民税の所得割の納税義務者が非居住者であった期間を有する場合における外国

税額控除の控除限度額の計算方法等について、所要の措置を講ずることとした。（令４

８の９の２）

(7) 市町村民税の納税義務者が国外に居住する親族を有する場合の障害者控除、配偶者控

除、配偶者特別控除若しくは扶養控除の適用又は非課税限度額制度の適用について、以

下の措置を講ずることとした。

ア 国外に居住する親族に係る障害者控除、配偶者控除、配偶者特別控除又は扶養控除

に関する事項を記載した個人の市町村民税の申告書を提出する者は、所得税法施行規

則第４７条の２第４項及び第５項に規定する書類を当該申告書に添付し、又は市町村

長に提示しなければならないこと。（則２の２③）

イ 控除対象外国外扶養親族に関する事項を記載した個人の市町村民税の申告書を提出

する者が非課税限度額制度適用者である場合には、当該申告書を提出する者は、国外

扶養親族証明書類を当該申告書に添付し、又は市町村長に提示しなければならないこ

と。（則２の２④⑤）
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ウ 控除対象外国外扶養親族に関する事項を記載した確定申告書を提出する者が非課税

限度額制度適用者である場合には、当該申告書を提出する者は、国外扶養親族証明書

類を市町村長に提出しなければならないこと。（則２の３②③）

エ 控除対象外国外扶養親族に関する事項を記載した給与支払者の扶養親族申告書又は

扶養親族異動申告書を提出した者が非課税限度額制度適用者である場合には、当該申

告書を提出する者は、国外扶養親族証明書類を市町村長に提出しなければならないこ

と。（則２の３の２②、則２の３の３①④⑤）

オ 控除対象外国外扶養親族に関する事項を記載した公的年金等受給者の扶養親族申告

書を提出した者が非課税限度額制度適用者である場合には、当該申告書を提出する者

は、国外扶養親族証明書類を市町村長に提出しなければならないこと。（則２の３

の５②、則２の３の６①③④）

(8) 法人住民税均等割の税率適用区分の基準である資本金等の額について、以下の措置を

講ずることとした。（法２９２①ⅣのⅤ、３１２⑥⑦⑧、令４５の４、４８の２）

ア 資本金又は資本準備金を欠損の塡補又は損失の塡補に充てた金額を控除するととも

に、剰余金又は利益準備金を資本金とした金額を加算する措置を講ずること。

イ 資本金等の額が資本金と資本準備金の合算額を下回る場合には、資本金と資本準備

金の合算額とする措置を講ずること。

(9) 欠損金の繰越控除制度等に関する国税における諸制度の取扱いを踏まえ、所要の措置

を講ずることとした。（法３２１の８）

(10) 法人税割の課税標準である法人税額について、中小企業者等の地方活力向上地域に

おいて特定建物等を取得した場合の法人税額の特別税額控除の適用を受けた額とする措

置を講ずることとした。（法附則８⑤⑥）

２ 固定資産税及び都市計画税

(1) 平成２７年度の固定資産税の評価替えに伴い、土地に係る平成２７年度から平成２９

年度までの各年度分の固定資産税及び都市計画税の負担についての調整措置を次のとお

り講ずることとした。

ア 宅地等に係る固定資産税及び都市計画税の額については、当該宅地等に係る当該年

度分の税額が、前年度分の課税標準額に、当該年度の価格（住宅用地に係る課税標準

の特例措置の適用を受ける宅地等については当該特例措置の適用後の額）に１００分

の５を乗じて得た額を加算した額を課税標準額とした場合の税額（以下「宅地等調整

税額」という。）を超える場合には、当該宅地等調整税額とすること。ただし、宅地

等のうち商業地等に係る宅地等調整税額は、当該宅地等調整税額が、当該商業地等の

当該年度の価格に１０分の６を乗じて得た額を課税標準額とした場合の税額を超える

場合には、当該税額とし、当該宅地等の当該年度の価格に１０分の２を乗じて得た額

を課税標準額とした場合の税額に満たない場合には、当該税額とすること（法附則１

７、１８、１８の３、２２、２４、２５、２５の３、２７の５、２８）。

イ アにかかわらず、商業地等のうち負担水準（前年度課税標準額の当該年度の価格

（住宅用地又は市街化区域農地に係る課税標準の特例措置の適用を受ける土地につい

ては当該特例措置の適用後の額。以下同じ。）に対する割合をいう。以下同じ。）が
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０．６以上０．７以下の土地に係る固定資産税及び都市計画税の額については、前年

度の税額とすること（法附則１８、２５）。

ウ アにかかわらず、商業地等のうち負担水準が０．７を超える土地に係る固定資産税

及び都市計画税の額については、当該年度の価格に１０分の７を乗じて得た額を課税

標準額とした場合の税額とすること（法附則１８、２５）。

エ 農地に係る固定資産税及び都市計画税の額については、当該農地に係る当該年度分

の税額が、前年度分の課税標準額に、負担水準の区分に応じて求める次の表に掲げる

負担調整率を乗じて得た額を課税標準額とした場合の税額を超える場合には、当該税

額とすること（法附則１９、２６）。

負 担 水 準 の 区 分 負 担 調 整 率

０．９以上のもの １．０２５

０．８以上０．９未満のもの １．０５

０．７以上０．８未満のもの １．０７５

０．７未満のもの １．１

オ 三大都市圏の特定市の市街化区域農地に係る固定資産税及び都市計画税の額につい

ては、当該市街化区域農地に係る当該年度分の税額が、前年度分の課税標準額に、当

該年度の価格に１００分の５を乗じて得た額を加算した額を課税標準額とした場合の

税額（以下「市街化区域農地調整税額」という。）を超える場合には、当該市街化区

域農地調整税額とする措置を講ずること。ただし、市街化区域農地調整税額は、当該

市街化区域農地調整税額が、当該市街化区域農地の当該年度の価格に１０分の２を乗

じて得た額を課税標準額とした場合の税額に満たない場合には、当該税額とすること

（法附則１９の４、２７の２）。

カ 商業地等に係る固定資産税及び都市計画税については、当該年度の価格に１０分の

６以上１０分の７未満の範囲内において市町村の条例で定める割合を乗じて得た額を

課税標準額とした場合の税額までその税額を減額することができることとすること

（法附則２１、２７の４、２７の５）。

キ 住宅用地、商業地等及び三大都市圏の特定市の市街化区域農地に係る固定資産税及

び都市計画税については、前年度分の課税標準額（前年度分の固定資産税及び都市計

画税について、カ又はキの減額が行われている場合は、その減額後の税額に対応する

前年度分の課税標準額）に１００分の１１０以上の割合で住宅用地、商業地等及び三

大都市圏の特定市の市街化区域農地の区分ごとに市町村の条例で定める割合を乗じて

得た額を課税標準額とした場合の税額までその税額を減額することができることとす

ること（法附則２１の２、２７の４の２、２７の５）。

(2) 平成２８年度分又は平成２９年度分の固定資産税に限り、自然的及び社会的条件から

みて類似の利用価値を有すると認められる地域において地価が下落し、市町村長が修正

前の価格を課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合

においては、修正前の価格を修正基準によって修正した価格を当該年度分の固定資産税

の課税標準とすること（法附則１７の２、１９の２、２２）。

(3) 児童福祉法の規定により市町村の認可を得た者が同法に規定する事業所内保育事業

（利用定員が６人以上）の用に供する固定資産について、固定資産税及び都市計画税を
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非課税とする特例措置を講ずることとした（法３４８②ⅩのⅩ）。

(4) 児童福祉法の規定により市町村の認可を得た者が直接同法に規定する家庭的保育事業

の用に供する家屋及び償却資産（当該事業の用以外の用（例：居住の用に供する場合）

に供されていないものに限る。）について、固定資産税及び都市計画税の課税標準を価

格の２分の１とする特例措置を講ずることとした（法３４９の３㉚）。

(5) 児童福祉法の規定により市町村の認可を得た者が直接同法に規定する居宅訪問型保育

事業の用に供する家屋及び償却資産（当該事業の用以外の用（例：居住の用に供する場

合）に供されていないものに限る。）について、固定資産税及び都市計画税の課税標準

を価格の２分の１とする特例措置を講ずることとした（法３４９の３㉛）。

(6) 児童福祉法の規定により市町村の認可を得た者が直接同法に規定する事業所内保育事

業（利用定員が５人以下）の用に供する家屋及び償却資産（当該事業の用以外の用（例

：本来事業の会議室として使用する場合）に供されていないものに限る。）について、

固定資産税及び都市計画税の課税標準を価格の２分の１とする特例措置を講ずることと

した（法３４９の３㉜）。

(7) 社会福祉法人等が直接生活困窮者自立支援法に規定する認定生活困窮者就労訓練事業

（社会福祉事業として行われるものに限る。）の用に供する固定資産について、固定資

産税及び都市計画税の課税標準を価格の２分の１とする特例措置を講ずることとした

（法３４９の３㉝、令５２の１０の１１）。

(8) 国立研究開発法人日本医療研究開発機構が一定の業務の用に供する償却資産について、

固定資産税の課税標準を最初の５年度間は価格の３分の１、その後５年度間は価格の３

分の２とする特例措置を講ずることとした（法３４９の３㉞、令５２の１０の１２、則

１１の１５）。

(9) 南海トラフ地震防災対策推進地域等において、港湾法の規定による国の貸付けに係る

資金の貸付けを受けて平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に改良さ

れた一定の特別特定技術基準対象施設の用に供する償却資産について、固定資産税の課

税標準を最初の５年度間は価格の３分の２とする特例措置を講ずることとした（法附則

１５㊸、令附則１１㊳）。

(10) 独立行政法人医薬基盤研究所が一定の業務の用に供する固定資産に係る非課税措置

について、非課税措置の対象となる法人名を国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研

究所とした上、その対象に独立行政法人国立健康・栄養研究所から承継された業務の用

に供する固定資産を追加することとした（法３４８㊷）。

(11) 国立研究開発法人森林総合研究所が一定の業務の用に供する固定資産に係る非課税

措置について、その対象に森林保険業務の用に供する固定資産を追加することとした

（法３４８㊸）。

(12) 新幹線鉄道の新たな営業路線の開業のために新設された線路設備等に係る固定資産

税の課税標準の特例措置について、その対象路線に北海道新幹線を加えることとした

（法３４９の３⑬）。

(13) 特定都市河川浸水被害対策法に規定する対策工事により設置された一定の雨水貯留

浸透施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、当該施設の所有者から、一

定の書類を添付して、原則として当該施設に対して新たに固定資産税が課されることと
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なる年度の初日の属する年の１月３１日までの間に市町村長に申告がされた場合に限り、

適用することとした上、その対象資産の取得期限を平成３０年３月３１日まで延長する

こととした（法附則１５⑧～⑩、則附則６㉕）。

(14) 都市再生特別措置法に規定する認定事業者が一定の認定事業により取得した一定の

公共施設等の用に供する家屋及び償却資産に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準

の特例措置について、課税標準をその価格に５分の３を参酌して２分の１以上１０分の

７以下の範囲内において市町村の条例で定める割合（特定都市再生緊急整備地域にあっ

ては、２分の１を参酌して５分の２以上５分の３以下の範囲内において市町村の条例で

定める割合）を乗じて得た額とした上、その対象資産の取得期限を平成２９年３月３１

日まで延長することとした（法附則１５⑱）。

(15) 津波防災地域づくりに関する法律の規定による管理協定に係る協定避難施設の用に

供する家屋のうち協定避難用部分及び協定避難施設に附属する避難の用に供する一定の

償却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、課税標準をその価格に２分

の１を参酌して３分の１以上３分の２以下の範囲内において市町村の条例で定める割合

を乗じて得た額とした上、その管理協定の締結期限を平成３０年３月３１日まで延長す

ることとした（法附則１５㉚㉛）。

(16) 高齢者の居住の安定確保に関する法律に規定するサービス付き高齢者向け住宅であ

る一定の貸家住宅に係る固定資産税の減額措置について、税額を最初の５年度間は３分

の２を参酌して２分の１以上６分の５以下の範囲内において市町村の条例で定める割合

を減額することとした上、その対象資産の新築期限を平成２９年３月３１日まで延長す

ることとした（法附則１５の８④）。

(17) 次のとおり非課税措置等の適用期限を延長することとした。

ア 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が一定の都市計画区域において都市

鉄道等利便増進法に規定する都市鉄道利便増進事業により整備したトンネルに係る固

定資産税の非課税措置について、その対象資産の整備期限を平成２９年３月３１日ま

で延長すること（法附則１４②）。

イ 公害防止用設備（下水道除害施設）に係る固定資産税の課税標準の特例措置につい

て、その対象資産の取得期限を平成３０年３月３１日まで延長すること（法附則１５

②）。

ウ 心身障害者を多数雇用する事業所の事業主が障害者の雇用の促進等に関する法律に

規定する助成金等の支給を受けて取得した一定の家屋に係る固定資産税の課税標準の

特例措置について、その対象資産の取得期限を平成２９年３月３１日まで延長するこ

と（法附則１５④）。

エ 沖縄電力株式会社が電気供給業の用に供する償却資産に係る固定資産税の課税標準

の特例措置について、その適用期限を平成３１年度まで延長すること（法附則１５

⑤）。

オ 国際船舶に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、その適用期限を平成２

９年度まで延長すること（法附則１５⑫）。

カ 鉄道事業者等が政府の補助を受けて取得した車両の運行の安全性の向上に資する一

定の償却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、その対象資産の取得
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期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１５⑮）。

キ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に規定する選定事

業者が一定の選定事業により取得した一定の公共施設等の用に供する家屋及び償却資

産に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、その対象資産の

取得期限を平成３２年３月３１日まで延長すること（法附則１５⑰）。

ク 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に規定する選定事

業者が政府の補助を受けて選定事業により整備する国立大学法人の校舎の用に供する

一定の家屋及び償却資産に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置につ

いて、その対象資産の取得期限を平成３２年３月３１日まで延長すること（法附則

１５⑳）。

ケ 鉄道事業者等が都市鉄道等利便増進法に規定する都市鉄道利便増進事業により取得

した一定の都市鉄道施設及び駅附帯施設の用に供する家屋及び償却資産に係る固定資

産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、その対象資産の取得期限を平成

２９年３月３１日まで延長すること（法附則１５㉑）。

コ 公益社団法人又は公益財団法人が所有する文化財保護法に規定する重要無形文化財

の公演のための施設の用に供する一定の土地及び家屋に係る固定資産税及び都市計画

税の課税標準の特例措置について、その適用期限を平成２８年度分まで延長すること

（法附則１５㉖）。

サ 港湾法に規定する港湾運営会社が、国際戦略港湾及び一定の国際拠点港湾において、

政府の補助等を受けて取得した一定の港湾施設の用に供する家屋及び償却資産に係る

固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、その対象となる施設の取

得期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１５㉘）。

シ 鉄道事業者等が既設の鉄軌道に係る一定の耐震補強工事によって新たに取得した一

定の鉄道施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、その対象資産の取得

期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１５㉟）。

ス 都市再生特別措置法の規定による管理協定に係る協定倉庫に係る固定資産税及び都

市計画税の課税標準の特例措置について、その管理協定の締結期限を平成２９年３月

３１日まで延長すること（法附則１５㊱）。

セ 特定貨物取扱埠頭機能高度化事業を実施する者が特定貨物輸入拠点港湾において、

政府の補助を受けて取得した一定の港湾施設に係る固定資産税及び都市計画税の課税

標準の特例措置について、その対象資産の取得期限を平成２９年３月３１日まで延長

すること（法附則１５㊲）。

ソ 市街地再開発事業の施行に伴い従前の権利者に与えられた一定の新築された施設建

築物に係る固定資産税の減額措置について、その対象となる施設建築物の新築期限を

平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１５の８③）。

タ 防災街区整備事業の施行に伴い従前の権利者に与えられた一定の新築された施設建

築物に係る固定資産税の減額措置について、その対象となる施設建築物の新築期限を

平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１５の８⑤）。

(18) 次のとおり課税標準の特例措置等を改めることとした。

ア 青函トンネルの鉄道施設に係る固定資産税の特例措置について、その対象に新幹線
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鉄道に係る一定の鉄道施設を追加すること（則１１の６）。

イ 空家等対策の推進に関する特別措置法の規定により所有者等に勧告がされた同法に

規定する特定空家等の敷地の用に供する土地について、住宅用地に係る固定資産税及

び都市計画税の課税標準の特例措置の対象から除外すること（法３４９の３の２）。

なお、こうした土地を適切に把握できるよう、同法に基づく措置に係る事務を担当

する部局と連絡調整を密にされたいこと。

ウ 倉庫業者が新設又は増設した流通機能の高度化に寄与する一定の倉庫等に係る固定

資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、一般倉庫の規模要件を3,000

平方メートル以上（改正前1,500平方メートル以上）（多階建て6,000平方メートル以

上（改正前3,000平方メートル以上））とし、冷蔵倉庫の規模要件を6,000立方メート

ル以上（改正前3,000立方メートル以上）とした上、その対象資産の新設又は増設の

期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１５①、令附則１１②）。

エ 電気自動車に水素を充塡するための設備等に係る固定資産税の課税標準の特例措置

について、その対象となる専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料として用いる自動車

に可燃性天然ガスを充塡するための設備の取得価額の要件を4,000万円以上（改正前2,

000万円以上）とした上、その対象資産の取得期限を平成２９年３月３１日まで延長

すること（法附則第１５⑪、令附則１１⑩）。

オ 鉄道事業者等が取得により事業の用に供する新造車両で高齢者、身体障害者等が円

滑に利用できる一定の構造を有するものに係る固定資産税の課税標準の特例措置につ

いて、対象となる車両の客室に係る床面の全部又は一部の高さの要件を、「移動等円

滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令

（平成１８年国土交通省令第１１１号）」第３５条に規定する要件とあわせ、軌条面

から400ミリメートル以内（改正前500ミリメートル以内）とした上、その対象資産の

取得期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１５⑮、則附則６㉞Ⅰ）。

カ 鉄道事業者等が取得等により事業の用に供する一定の新造車両に係る固定資産税の

課税標準の特例措置について、輸送力増強車両に代替車両と同様の環境要件を加えた

上、その対象資産の取得期限を平成２９年３月３１日まで延長すること（法附則１５

⑯、則附則６㉟Ⅱ）。

キ 津波防災地域づくりに関する法律の推進計画に基づき新たに取得等された津波対策

の用に供する一定の償却資産に係る課税標準の特例措置について、その対象となる改

良された護岸については当該改良によって高さを増したものに限ること（令附則１１

㉚）。

ク エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律に掲げる機

械類でエネルギー消費量との対比における性能の向上に著しく資する一定の設備に係

る固定資産税の課税標準の特例措置について、法人税等における生産性向上設備投資

促進税制の対象要件とされている産業競争力強化法に規定する生産性向上設備等に係

る一定の設備要件を加えた上、その対象資産の取得期限を平成２９年３月３１日まで

延長すること（法附則１５㉞、則附則６ ）。

ケ 水防法に規定する地下街等の所有者又は管理者が取得する一定の浸水防止用設備に

係る固定資産税の課税標準の特例措置について、その対象区域を改正後の水防法に規
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定する洪水浸水想定区域とすること（法附則１５㊴）。

コ 特定市街化区域農地の所有者等が、当該農地を転用して新築した一定の貸家住宅及

びその敷地に係る固定資産税の減額措置について、貸家住宅に係る減額割合を新築後

２年度間は３分の２減額、その後３年度間は２分の１減額（改正前新築後３年度間は

３分の２減額、その後２年度間は２分の１減額）、その敷地に係る減額割合を新築後

３年度間は１２分の１減額（改正前６分の１減額）することした上、その対象住宅の

新築期限を平成３０年３月３１日まで延長すること（法附則１５の８①②）。

(19) 東日本大震災に係る津波により甚大な被害を受けた区域のうち市町村長が指定する

区域における土地及び家屋について、固定資産税及び都市計画税を課さないものとす

る等の特例措置について、「地方税法、同法施行令、同法施行規則の改正等につい

て」（平成２６年４月１日総税企４７号）において通知したとおり、平成２７年度か

ら一般の措置に移行することとした（旧法附則５５）。

(20) 適用の際に、申告書に住民票の写しを添付することとされている次の特例について、

市町村長が行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（以下「番号利用法」という。）の規定により氏名及び住所等を確認することができ

るときは、住民票の写しの添付を要しないこととした（則附則７⑧⑨）。

ア バリアフリー改修を行った住宅に係る固定資産税の減額措置

イ 省エネ改修を行った住宅に係る固定資産税の減額措置

(21) その他所要の規定の整備を行うこととした。

３ 軽自動車税

平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までに初回車両番号指定を受けた三輪以

上の軽自動車について、平成２８年度に次の特例措置を講ずることとした（法附則３０、

則附則８の３の３）。

ア 電気軽自動車及び平成２１年天然ガス車基準に適合する天然ガス軽自動車について、

税率の概ね１００分の７５を軽減すること。

イ ガソリンを内燃機関の燃料として用いる次に掲げる三輪以上の軽自動車について、税

率の概ね１００分の５０を軽減すること。

① 基準エネルギー消費効率が平成３２年度基準エネルギー消費効率に１００分の１２

０を乗じて得た数値以上の乗用の軽自動車のうち窒素酸化物の排出量が平成１７年窒

素酸化物排出許容限度の４分の１を超えないもの

② 基準エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の１

３５を乗じて得た数値以上の貨物用の軽自動車のうち窒素酸化物の排出量が平成１７

年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超えないもの

ウ ガソリンを内燃機関の燃料として用いる次に掲げる三輪以上の軽自動車（イの適用を

受けるものを除く。）について、税率の概ね１００分の２５を軽減すること。

① 基準エネルギー消費効率が平成３２年度基準エネルギー消費効率以上の乗用の軽自

動車のうち窒素酸化物の排出量が平成１７年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超

えないもの

② 基準エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の１
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１５を乗じて得た数値以上の貨物用の軽自動車のうち窒素酸化物の排出量が平成１７

年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超えないもの

４ 市町村たばこ税

(1) 紙巻たばこ三級品に係る市町村たばこ税の税率の特例を廃止した上、次に掲げる期間

における紙巻たばこ三級品に係る市町村たばこ税の税率はそれぞれ次に定める税率とす

ることとした（法附則３０の２、改正法附則２０、改正則附則９）。

ア 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで １，０００本につき２，９２５円

イ 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで １，０００本につき３，３５５円

ウ 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで １，０００本につき４，０００円

(2) 税率の引上げ日前に売渡し等が行われた紙巻たばこ三級品を同日に販売のため所持す

る一定の卸売販売業者等及び小売販売業者に対して、手持品課税を行うこととした（改

正法附則２０、改正令附則６、改正則附則９）。

５ 事業所税

(1) 児童福祉法に規定する家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業の

用に供する施設について、非課税とする特例措置を講ずることとした（法７０１の３４

③ⅩのⅨ）。

(2) 社会福祉法に規定する社会福祉事業の用に供する施設に係る事業所税を非課税とする

特例措置について、対象に認定生活困窮者就労訓練事業の用に供する施設を加えること

とした（令５６の２６の５）。

６ 国民健康保険税

(1) 基礎課税額に係る課税限度額を５２万円（改正前５１万円）に、後期高齢者支援金等課

税額に係る課税限度額を１７万円（改正前１６万円）に、介護納付金課税額に係る課税限

度額を１６万円（改正前１４万円）に改めることとした（令５６の８８の２）。

(2) 国民健康保険税の減額の基準について、５割（４割・３割）減額の対象となる所得の算

定において被保険者の数に乗ずべき金額を２６万円（改正前２４万５千円）に、２割減額

の対象となる所得の算定において被保険者の数に乗ずべき金額を４７万円（改正前４５万

円）に改めることとした（令５６の８の９①②Ⅱ）。

第３ その他

１ 総則に定める徴収猶予制度について、次のとおり見直しを行うこととした。

(1) 納付方法の見直し

地方団体の長は、徴収の猶予（その猶予期間の延長をを含む。）をする場合には、当

該徴収の猶予に係る地方団体の徴収金の納付又は納入について、当該地方団体の条例で

定めるところにより、当該徴収の猶予をする金額を当該徴収の猶予をする期間内におい

て、当該徴収の猶予を受ける者の財産の状況その他の事情からみて合理的かつ妥当なも

のに分割して納付し、又は納入させることができることとすることとした（法１５）。

(2) 申請手続等の整備
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徴収の猶予（その猶予期間の延長を含む。）の申請をしようとする者は、その猶予の

種類等に応じ、猶予該当事実の詳細、猶予を受けようとする金額、期間その他の当該地

方団体の条例で定める事項を記載した申請書に、猶予該当事実を証するに足りる書類、

財産目録、担保の提供に関する書類その他の当該地方団体の条例で定める書類を添付

（災害等による徴収の猶予の場合で提出が困難であると当該地方団体の長が認めるとき

を除く。）し、これを当該地方団体の長に提出しなければならないこととするほか、申

請に係る補正の手続、徴収の猶予（その猶予期間の延長を含む。）の不許可事由及び申

請事項の調査に係る質問検査権等の整備を行うこととした（法１５の２）。

(3) 取消事由の追加

徴収の猶予の取消事由について、次の事由を追加することとした（法１５の３）。

ア 分割して納付し、又は納入することを認めた地方団体の徴収金をその期限までに

納付し、又は納入しないとき（地方団体の長がやむを得ない理由があると認めると

きを除く。）。

イ 新たに当該徴収の猶予に係る当該地方団体の徴収金以外に、当該地方団体に係る

地方団体の徴収金を滞納したとき（新たに当該地方団体の条例で定める当該地方団

体の債権に係る債務の不履行が生じたときを含み、地方団体の長がやむを得ない理

由があると認めるときを除く。）。

ウ 偽りその他不正な手段により当該徴収の猶予又は徴収の猶予期間の延長の申請が

され、その申請に基づき当該徴収の猶予をし、又は徴収の猶予期間の延長をしたこ

とが判明したとき。

エ 他の取消事由に類する場合として当該地方団体の条例で定める場合に該当するとき。

２ 換価の猶予制度について、次のとおり見直しを行うこととした。

(1) 職権による換価の猶予の手続等の整備（法１５の５の２）

地方団体の長は、職権による換価の猶予（その猶予期間の延長を含む。）をする場合

において、必要があると認めるときは、滞納者に対し、財産目録、担保の提供に関する

書類その他の当該地方団体の条例で定める書類の提出を求めることができることとした。

(2) 申請による換価の猶予制度の創設（法１５の６）

地方団体の長は、職権による換価の猶予によるほか、滞納者が当該地方団体に係る地

方団体の徴収金を一時に納付し、又は納入することによりその事業の継続又はその生活

の維持を困難にするおそれがあると認められる場合において、その者が当該地方団体の

徴収金の納付又は納入について誠実な意思を有すると認められるときは、当該地方団体

の徴収金の納期限から当該地方団体の条例で定める期間内にされたその者の申請に基づ

き、１年以内の期間を限り、その納付し、又は納入すべき地方団体の徴収金（徴収の猶

予を受けているものを除く。）につき滞納処分による財産の換価を猶予することができ

ることとした。ただし、当該申請に係る地方団体の徴収金以外に、当該地方団体に係る

地方団体の徴収金（猶予申請中及び一定の猶予中のものを除く。）の滞納がある場合

（当該地方団体の条例で定める当該地方団体の債権に係る債務の不履行がある場合を含

む。）その他申請による換価の猶予をすることが適当でない場合として当該地方団体の

条例で定める場合には、適用しないことができることとした。

(3) 職権による換価の猶予及び申請による換価の猶予に係る納付方法、猶予の通知、猶予
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の不許可事由及び取消事由について、徴収の猶予と同様とする等の整備を行うこととし

た。また、申請による換価の猶予について、申請に係る補正の手続等につき徴収の猶予

と同様とする等の整備を行うこととした（法１５の５、１５の５の２、１５の５の３、

１５の６、１５の６の２、１５の６の３、令６の９の３）。

３ 担保の徴取を不要とする場合について、その猶予に係る金額、期間その他の事情を勘案

して担保を徴する必要がない場合として当該地方団体の条例で定める場合とした（法１６）。

４ 所得税の更正（更正又は決定により納付すべき税額が確定した所得税額につき行われた

更正にあっては、更正の請求に基づくものに限る。）又は所得税の申告書の提出に基因し

てされた賦課決定により、納付し又は納入すべき額が減少した地方税に係る過納金に係る

還付加算金の計算期間の始期について、当該賦課決定の基因となった所得税の更正の通知

が発せられた日の翌日から起算して１月を経過する日の翌日又は所得税の申告書の提出が

された日の翌日から起算して１月を経過する日の翌日とすることとした（法１７の４）。

５ 期限後に申告書が提出された場合において、期限内に申告書を提出する意思があったと

認められるものにつき不申告加算金を課さないこととする制度について、適用対象となる

申告書の提出期限を、法定の申告書の提出期限から１月以内（現行２週間以内）とするこ

ととした（法７１の１４、７１の３５、７１の５５、７２の４６、７４の２３、９０、１

３２、１４４の４７、２７８、３２８の１１、４８３、５３６、６０９、６８８、７０１

の１２、７０１の６１、７２１、７３３の１８）。

６ 納税義務者について税務代理人が数人ある場合の総務省の職員が行う調査の事前通知に

ついて、当該納税義務者がこれらの税務代理人のうちから代表となる税務代理人を定めた

ときは、総務省の職員が行うこれらの税務代理人への事前通知は、その代表となる税務代

理人に対してすれば足りることとした（法７２の４９の６、７２の６３の２、１４４の３

８の２、３９６の２）。

Ⅲ 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交

付税法の一部を改正する法律の改正に関する事項

１ 消費税の収入額に対する地方交付税の率について、以下の措置を講ずることとした。

(1) 平成２９年度から１９.５％（消費税率換算１.５２％）とすること（税制抜本改革

法４）。

(2) (1)の施行期日を平成２９年４月１日とすること（税制抜本改革法附則１）。

２ 地方消費税の税率の７８分の２２（消費税率換算２.２％）への引上げ等の施行期日を

平成２９年４月１日とすることとした（税制抜本改革法附則１）。

３ 附則第１９条第３項（景気判断条項）を削除することとした（税制抜本改革法附則１９③）。

Ⅳ 地方税法等の一部を改正する法律の改正に関する事項

平成２７年度分の軽自動車税から適用することとされている原動機付自転車及び二輪車

に係る税率について、平成２８年度分の軽自動車税から適用することとした（改正法４）。

Ⅴ 国有資産等所在市町村交付金法の改正に関する事項

平成２８年度から平成３０年度までの各年度分の国有資産等所在市町村交付金について、
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固定資産の価格の修正通知又は修正の申出をする場合に比較すべき類似の土地の価格に係る

特例措置を講ずることとした（国有資産等所在市町村交付金法附則⑭）。

Ⅵ 地方法人特別税等に関する暫定措置法の改正に関する事項

法人の事業税及び地方法人特別税の税率について、以下の措置を講ずることとした。（暫

定措置法２、９、１３）

(1) 資本金１億円超の普通法人の所得割について、標準税率を次のとおりとすること。

ア 平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に開始する事業年度に係る

法人の事業税

所得のうち年４００万円以下の金額 １００分の１．６（現行１００分の２．２）

所得のうち年４００万円を超え年８０ １００分の２．３（現行１００分の３．２）

０万円以下の金額

所得のうち年８００万円を超える金額 １００分の３．１（現行１００分の４．３）

イ 平成２８年４月１日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税

所得のうち年４００万円以下の金額 １００分の０．９

所得のうち年４００万円を超え年８０ １００分の１．４

０万円以下の金額

所得のうち年８００万円を超える金額 １００分の１．９

(2) (1)に伴い、地方法人特別税について、付加価値割額、資本割額及び所得割額の合算

額によって法人の事業税を課される法人の基準法人所得割額に対する税率を次のとおり

とすること。

ア 平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に開始する事業年度に係る

法人の事業税と併せて賦課され又は申告される地方法人特別税 １００分の９３．５

（現行１００分の６７．４）

イ 平成２８年４月１日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税と併せて賦課され

又は申告される地方法人特別税 １００分の１５２．６

Ⅶ 地方税法施行令の一部を改正する政令の改正に関する事項

地方消費税率の７８分の２２（消費税率換算２.２％）への引上げの施行日が平成２９

年４月１日とされること等に伴い、地方消費税の徴収取扱費に関する経過措置等を定めた

地方税法施行令の一部を改正する政令の施行日を改正する等の規定の整備を図ることとし

た。

Ⅷ 特記事項

１ 地方税の減免措置については、地方税法の規定に基づき、条例の定めるところによって

行うことができるが、各地方団体にあっては、当該措置が特別な事由がある場合に限った

税負担の軽減であることを踏まえ、適正かつ公平な運用に十分配意すること。

公益性を理由として減免を行う場合には、公益性の有無等条例で定める要件に該当する
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かを厳正に判断すること。特に、朝鮮総連関連施設に対する固定資産税の減免措置につい

ては、最近の裁判事例において、地方団体の判断に基づく減免措置が取り消されているこ

とも踏まえ、減免対象資産の使用実態等について具体的かつ厳正に把握した上で、更に適

正化に努めること。

２ 本年度改正において、Ⅱの第１の１(2)ア及び第２の１(2)アのとおり特例控除額の控除

限度額を引き上げることとしたところであり、その適切な取扱いとあわせて、ふるさと納

税に関する事務の遂行に当たっては、以下の点に留意の上、適切に対処されたいこと。

(1) ふるさと納税について、当該寄附金が経済的利益の無償の供与であること、当該寄

附金に通常の寄附金控除に加えて特例控除が適用される制度であることを踏まえ、豊か

な地域社会の形成及び住民の福祉の増進に寄与するため、各地方団体がふるさと納税に

係る周知、募集等の事務を行う際には、次のように取り扱うこと。

ア 当該寄附金が経済的利益の無償の供与であることを踏まえ、寄附の募集に際し、次

に掲げるような、返礼品（特産品）の送付が対価の提供との誤解を招きかねないよう

な表示により寄附の募集をする行為を行わないようにすること。

・ 「返礼品（特産品）の価格」や「返礼品（特産品）の価格の割合」（寄附額の何

％相当など）の表示（各地方団体のホームページや広報媒体等における表示のみで

なく、ふるさと納税事業を紹介する事業者等が運営する媒体における表示のための

情報提供を含む。）

イ ふるさと納税は、経済的利益の無償の供与である寄附金を活用して豊かな地域社会

の形成及び住民の福祉の増進を推進することにつき、通常の寄附金控除に加えて特例

控除が適用される仕組みであることを踏まえ、次に掲げるようなふるさと納税の趣旨

に反するような返礼品（特産品）を送付する行為を行わないようにすること。

① 換金性の高いプリペイドカード等

② 高額又は寄附額に対し返礼割合の高い返礼品（特産品）

(2) ふるさと納税は、通常の控除に加えて特例控除が適用される仕組みであるが、その

適用が、地方団体に対する寄附金額の全額（2,000円を除く。）について行われるのは、

当該寄附が経済的利益の無償の供与として行われており、返礼品（特産品）の送付があ

る場合でも、それが寄附の対価としてではなく別途の行為として行われているという事

実関係であることが前提となっているものであるが、その場合においても、当該返礼品

（特産品）を受け取った場合の当該経済的利益については一時所得に該当するものであ

ること。

(3) 各地方団体においては、上記(1)及び(2)を踏まえ、返礼品（特産品）の送付等、ふ

るさと納税に係る周知、募集その他の事務について、寄附金控除の趣旨を踏まえた良識

ある対応を行うこと。また、各都道府県においては、域内市区町村の返礼品（特産品）

送付が寄附金控除の趣旨を踏まえた良識ある対応となるよう、適切な助言・支援を行う

こと。

(4) ふるさと納税に関する窓口を明確化するなど、寄附者の利便性の向上に努めること。

(5) 寄附を受ける地方団体は、ふるさと納税の使途（寄附金の使用目的）について、あ

らかじめ十分な周知を行うなど、当該団体に係るふるさと納税の目的等が明確に伝わる

よう努めること。
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(6) 寄附を受けた地方団体においては、寄附者の個人情報を厳格に管理すること。特に、

返礼品（特産品）送付に関し外部委託等を行う際には、外部委託等に伴う個人情報漏え

い防止対策を徹底すること。

３ 本年度改正において、Ⅱの第１の４(11)並びに第２の２の(14)、(15)及び(16)の特例措

置について「地域決定型地方税制特例措置（通称：わがまち特例）」（以下「わがまち特

例」という。）を導入することとなったので、以下の点に留意の上、適切に対処されたい

こと。

(1) わがまち特例の対象が区域内に存在する地方団体にあっては、当該対象に係る不動

産取得税、固定資産税及び都市計画税を賦課徴収するために、特例割合を定める条例

を制定することが必要であること。

(2) 特例割合を定める条例については、地域の実情に応じた政策を展開するというわが

まち特例導入の趣旨に沿って、十分な検討・議論のための期間、納税義務者等への周

知期間等を総合的に勘案した上で、可能な限り速やかに制定することが望ましいこと。

４ 地方団体の歳入を確保するとともに、地方税に対する納税者の信頼を確保するため、事

務処理体制の整備を図り、課税客体、課税標準等を的確に把握し、いやしくも課税誤りが

生じることのないようにするほか、納期内納付の推進や着実な滞納整理を図るなど、地方

税法等の規定に基づき、公平かつ適正な税務執行に努められたいこと。

（備考）この通知においては、次のとおり略称を用いているので、留意願います。

「法」：地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

「令」：地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）

「則」：地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号）

「暫定措置法」：地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成２０年法律第２５号）

「税制抜本改革法」：社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための

地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律（平成２４年法律第６９号）

「旧法」：地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）による改正前の地方税

法

「旧令」：地方税法施行令等の一部を改正する政令（仮称。平成２７年政令第１６１号）によ

る改正前の地方税法施行令

「旧則」：地方税法施行規則の一部を改正する省令（仮称。平成２７年総務省令第３８号）に

よる改正前の地方税法施行規則

「改正法」：地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）

「改正令」：地方税法施行令等の一部を改正する政令（仮称。平成２７年政令第１６１号）

「改正則」：地方税法施行規則の一部を改正する省令（仮称。平成２７年総務省令第３８

号）


